
      平 成 29年 9月 19日 

財務省 関東財務局 

国土交通省 関東地方整備局 

農林水産省 関東農政局 

大規模災害査定方針キャラバンの開催

～ 「大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化」について ～ 

大規模災害発生時の被災自治体の災害査定に要する期間を大幅縮減 

１．開催日時：平成２９年９月２２日（金） １３時３０分～１６時００分（予定） 

２．開催場所：さいたま市中央区新都心１－１ 

さいたま新都心合同庁舎１号館 ５階 共用会議室５－１ 

３．主催者：財務省 関東財務局 

国土交通省 関東地方整備局 

農林水産省 関東農政局 

４．説明者（予定） 

① 財務省 主計局 司計課 広域災害実地監査官 

② 国土交通省 水管理・国土保全局 防災課 災害査定官 

③ 農林水産省 農村振興局 整備部 防災課 災害査定官 

５．参加予定者 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、さい

たま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市の災害復旧事務担当者等 

６．当日の取材 

・別紙「事前登録書」にて、事前に登録をお願いいたします。 

・取材（カメラ撮り、傍聴）はフルオープンといたします。 

・撮影場所は、当局から指定させていただきます。 

（添付資料） 

・ 災害復旧事業費決定の仕組み 

・ 「大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化」について 

【問合せ先】 

財務省 関東財務局 理財部 主計１課     （長谷川、徳岡）    ℡ 048-600-1100 

国土交通省 関東地方整備局 企画部 防災課（鈴木、能登谷）    ℡ 048-601-3151 

農林水産省 関東農政局 農村振興部 防災課（田代、大畑）      ℡ 048-740-0567

農林水産省及び国土交通省は、大規模災害時における災害復旧事業査定方針を策定し

大規模災害発生時の被災自治体の災害査定に要する期間を大幅に縮減する 

「大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化」の運用を平成 29 年か

ら開始しました。 

災害復旧事業の主体である地方公共団体等が本査定方針の内容について、より理解を深

め、実務に即した運用が可能となるよう、関東財務局、関東地方整備局、関東農政局は合

同で、各本省職員による説明会を開催します。 

（発表記者クラブ） 

竹芝記者クラブ 

さいたま新都心記者クラブ 

埼玉県政記者クラブ 

神奈川建設記者会 

横浜海事記者クラブ 



平成29年9月19日

財務省 関東財務局

国土交通省 関東地方整備局

農林水産省 関東農政局

事前登録書

平成２９年９月２２日（金）の大規模災害査定方針キャラバンにつきまして、参加を

希望される報道機関におかれましては、事前に登録をお願いします。

ＦＡＸ送信期限： ９月２１日（木）１２：００まで

１．報道機関名

２．氏名等

ご氏名 携帯番号 メールアドレス 人数

（ ）（代表者のみ） 代表者を含む

３．送付先

ＦＡＸ：048-600-1226

４．問い合わせ先

財務省 関東財務局

理財部 主計第一課 上席調査官 長谷川、主任実地監査官 徳岡

ＴＥＬ：０４８－６００－１１００（直通）

（別紙）



大雨、台風などの自然災害で、道路、河川、学校などの公共施設や農地・農業用施設等が被害を受
けた場合、施設の管理者（地方公共団体等）は、その復旧にあたり、施設を所管する主務大臣（国土
交通省、農林水産省等）に国庫負担の申請を行います。
申請を受けた主務省は、現地に災害査定官を派遣し、また、関東財務局では、速やかに予算措置を

講じることができるよう、財政を所管する立場から、災害現地において主務省が行う査定に立ち会い、
適切な復旧方法と事業規模（災害復旧事業費）を決定しています。

被災した施設等の管理者である地方公
共団体等（申請者）、災害復旧申請を
受けた主務省（災害査定官）及び財政
を主管とする財務局（立会官）が、そ
れぞれ現地に派遣され三者合意のもと
災害復旧事業費の決定を行う。
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